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第３章 調査結果のまとめ 

１．人権全般に関することがらについて 

○人権を身近に感じている人の割合が５割で，平成 26 年度調査および平成 21 年度調査よりも

高くなっており，平成 30 年度県調査と比較しても高くなっています（図表 2-2-2）。 

○日本の社会は人権が尊重されているかについては，約５割の人が『そう思う』と回答してお

り，芦屋市は人権が尊重されているかについても，約５割の人が『そう思う』と回答してい

ます（図表 2-2-4，図表 2-2-7）。また，芦屋市民の人権意識は５～６年前に比べて高くなっ

ているかについては，約３割の人が『そう思う』と回答しています（図表 2-2-10）。 

○人権を侵害された経験がある人の割合は約３割で，平成 29 年度国調査よりも高くなってお

り，受けた人権侵害の内容については，「パワー・ハラスメント（職場で地位や人間関係など

の優位性を用いて行ういやがらせやいじめ）」が約４割，「うわさや陰口、悪口により名誉や

信用を傷つけられた」が約４割，「学校でのいじめや体罰」が約３割の順で割合が高く，平成

26 年度調査と比較すると，「パワー・ハラスメント（職場で地位や人間関係などの優位性を

用いて行ういやがらせやいじめ）」が最も増加した項目となっています（図表 2-2-13，図表

2-2-15，図表 2-2-16）。また、人権が侵害されたときの対処については，「友達、同僚、上司、

教師に相談した」が約４割，「家族、親戚に相談した」が約３割，「何もしなかった」が約３

割の順で割合が高く，「何もしなかった」「何もできなかった」を回答した『人権が侵害され

たときに対処しなかった』人の割合は約５割となっています（図表 2-2-19）。さらに，相談

先別にみる問題解決の有無については，すべての相談先で「解決しなかった」の割合が高く

なっています（図表 2-2-22）。 

今後，人権が侵害された場合の対処については，「家族、親戚に相談する」が約４割，「公的

機関（法務局・県庁・市役所や人権擁護委員による人権相談窓口）に相談する」が約１割，

「友達、同僚、上司、教師に相談する」が約１割の順で割合が高く，選択肢が平成 26 年度調

査と違うため注意が必要ですが，上位３位は平成 26 年度調査と同順となっており，「公的機

関（法務局・県庁・市役所や人権擁護委員による人権相談窓口）に相談する」は平成 26 年度

調査より最も減少した項目となっています（図表 2-2-25）。 

○関心のある人権問題については，「マスコミによる過剰報道の問題」が約５割，「子どもに関

する問題」が約４割，「女性に関する問題」が約４割の順で割合が高くなっており，「マスコ

ミによる過剰報道の問題」が平成 21 年度調査および平成 26 年度調査同様，割合が最も高い

項目となっています（図表 2-2-28）。また、平成 30 年度県調査・平成 29 年度国調査と比較

すると，「子ども」「外国人」が平成 30 年度県調査および平成 29年度国調査よりも割合が高

く，「障がい者」「北朝鮮当局によって拉致された被害者等」「東日本大震災に伴う人権問題」

が平成 30 年度県調査および平成 29 年度国調査よりも割合が低くなっています（図表 2-2-

31）。 

○他人の人権を侵害した経験がない人の割合は約７割で，平成 26 年度調査と大きな差は見ら

れず，人権侵害が発生した経験がない人の割合については約５割で，平成 26 年度調査と大

きな差は見られませんでした（図表 2-2-32，図表 2-2-36）。 
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２．女性の人権について 

○女性の人権に関する問題点については，「古い考え方や社会通念、慣習、しきたりが残ってい

ること」が約３割，「昇給・昇進の格差など、職場における男女の待遇の違い」が約３割，「ス

トーカー行為、痴漢、わいせつ行為などの性犯罪」が約３割の順で割合が高く，選択肢が平

成 26 年度調査と違うため注意が必要ですが，「女性の社会参画のための環境や支援制度の不

備」が平成 26 年度調査よりも大きく減少しています（図表 2-3-1）。 

○女性の人権を守るために特に必要なことについては，「女性が働きやすい社会の仕組みを作

る」が約６割，「ストーカー行為や性犯罪の取締りを強化する」が約４割，「男女平等に関す

る教育を充実する」が約３割の順で割合が高く，上位３位は平成 26 年度調査と同順となっ

ており，「女性が働きやすい社会の仕組みを作る」が平成 21 年度調査および平成 26 年度調

査同様，割合が最も高い項目となっています（図表 2-3-4）。 

３．子どもの人権について 

○子どもの人権に関する問題点については，「保護者が子どもに身体的・心理的・性的虐待を加

えたり、子育てを放棄したりする」が約６割，「子ども同士が「暴力」や「仲間はずれ」、「無

視」などのいじめをする」が約４割，「インターネット（パソコン、スマートフォンなど）を

使ったいじめが起きている」が約３割の順で割合が高く，平成 21年度調査および平成 26年

度調査同様，虐待に関する項目の割合が最も高くなっています（図表 2-4-1）。 

○子どもの人権を守るために特に必要なことについては，「いじめや虐待の防止や早期発見が

できる体制を整える」が約５割，「メール、ＳＮＳ、ブログなどインターネットの正しい活用

など情報モラル教育を進める」が約３割，「保護者や教師の人権感覚を磨く」が約３割の順で

割合が高くなっています（図表 2-4-4）。 

４．高齢者の人権について 

○高齢者の人権に関する問題点については，「家庭や施設での介護を支援する制度が十分でな

い」が約４割，「悪徳商法や詐欺などによる被害が多い」が約４割，「働く意欲や能力がある

のに雇用と待遇が十分保障されていない」が約３割の順で割合が高く，選択肢が平成 21 年

度調査および平成 26 年度調査と違うため注意が必要ですが，「家庭や施設での介護を支援す

る制度が十分でない」が平成 21 年度調査および平成 26 年度調査同様，割合が最も高い項目

となっています（図表 2-5-1）。 

○高齢者の人権を守るために特に必要なことについては，「高齢者が自立して生活しやすい環

境にする」が約５割，「高齢者やその家族が孤立しないよう地域で支援をする」が約４割，

「高齢者に関わる情報は、わかりやすくきちんと伝わるよう配慮する」が約３割の順で割合

が高くなっており，選択肢が平成 21 年度調査および平成 26 年度調査と違うため注意が必要

ですが，「高齢者が自立して生活しやすい環境にする」が平成 21 年度調査および平成 26 年

度調査同様，割合が最も高い項目となっています（図表 2-5-4）。 
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５．障がいのある人の人権について 

○障がいのある人の人権に関する問題点については，「働く場所や機会が少なく、仕事上の待

遇が十分でない」が約５割，「道路の段差解消、エレベーターの設置など、障がいのある人が

暮らしやすいまちづくりや住宅づくりが進んでいない」が約３割，「障がいのあるなしにか

かわらず、共にふれあい理解を深めるような機会が少ない」が約３割の順で割合が高くなっ

ており，選択肢が平成 21 年度調査および平成 26 年度調査と違うため注意が必要ですが，就

労に関する項目が平成 21 年度調査および平成 26 年度調査同様，割合が最も高くなっていま

す（図表 2-6-1）。 

○障がいのある人の人権を守るために特に必要なことについては，「障がいのある人が自立し

て生活しやすい環境にする」が約６割，「障がいのある人の就職機会を増やし、労働環境を改

善する」が約４割，「医療や福祉のサービスを充実する」が約２割の順で割合が高くなってお

り，「障がいのある人が自立して生活しやすい環境にする」が平成 21年度調査および平成 26

年度調査同様，割合が最も高い項目となっています（図表 2-6-4）。 

６．同和問題（部落差別）について 

○同和問題に関して起きている人権問題については，「いわゆる同和地区への居住の敬遠」が

約３割，「結婚問題での周囲からの反対」が約３割，「わからない」が約２割の順で割合が高

くなっており，選択肢が平成 26 年度調査と違うため注意が必要ですが，「インターネット（パ

ソコン、スマートフォンなど）を悪用した人権侵害」が平成 26 年度調査より最も増加した

項目となっています（図表 2-7-1）。 

○子どもの結婚相手が同和地区の人の場合の対応については，「子どもの意志を尊重する」が

約３割，「わからない」が約３割，「親としては反対するが、子どもの意志が強ければしかた

がない」が約２割の順で割合が高くなっています（図表 2-7-4）。 

○同和地区の人と結婚しようとした際に家族から反対を受けたときの対応については，「わか

らない」が約３割，「説得に全力を傾け、できるだけ理解を得て、自分の意志を貫いて結婚す

る」が約３割，「家族や親戚の反対があれば結婚しない」が約２割の順で割合が高くなってい

ます（図表 2-7-8）。 

○同和問題（部落差別）が生じる原因や背景については，「社会全体に残る差別意識」が約３

割，「家族（祖父母、父母、兄弟姉妹など)、親戚から教えられる偏見・差別意識」が約２割，

「わからない」が約２割の順で割合が高くなっています（図表 2-7-11）。 
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７．外国人の人権について 

○在住外国人の人権に関する問題点については，「言葉の違いで情報が伝わりにくい」が約４

割，「文化などの違いにより地域社会で受け入れられにくい」が約３割，「外国人と日本人が、

お互いにふれあい理解を深めるような機会が少ない」が約２割の順で割合が高くなっており，

選択肢が平成 21 年度調査および平成 26 年度調査と違うため注意が必要ですが，「言葉の違

いで情報が伝わりにくい」が平成 21 年度調査および平成 26 年度調査同様，割合が最も高い

項目となっています（図表 2-8-1）。 

○在住外国人の人権を守るために特に必要なことについては，「日本人と外国人の交流等を進

め、お互いの文化や社会事情を理解する機会をつくる」が約４割，「外国人が日本語を学べる

機会をつくる」が約４割，「外国人のための相談所や電話相談など相談機能を充実させる（い

くつかの言語で対応できる等）」が約３割の順で割合が高くなっており，選択肢が平成 21年

度調査および平成 26 年度調査と違うため注意が必要ですが，文化や社会事情の理解に関す

る項目が平成 21年度調査および平成 26年度調査同様，割合が最も高くなっています（図表

2-8-4）。 

８．性的少数者（ＬＧＢＴ）の人権について 

○性的少数者（ＬＧＢＴ）の人権に関する問題点については，「差別的な言動をされる」が約４

割，「性的少数者の人権を守るための法律や制度の整備が十分でない」が約３割，「職場・学

校・福祉施設などでいやがらせやいじめを受ける」が約３割の順で割合が高くなっており，

選択肢が平成 30 年度県調査，平成 29 年度国調査と違うため注意が必要ですが，平成 30 年

度県調査，平成 29 年度国調査同様，差別的な言動に関する項目の割合が最も高く，平成 30

年度県調査では，次いで「わからない」の割合が高く，平成 29 年度国調査では，次いで「職

場、学校等で嫌がらせやいじめを受けること」の割合が高いのに対し，本調査では，次いで

「性的少数者の人権を守るための法律や制度の整備が十分でない」の割合が高くなっていま

す（図表 2-9-1，図表 2-9-3，図表 2-9-4）。 

９．インターネットを悪用した人権侵害について 

○インターネットを悪用した人権侵害に関する問題点については，「他人へのひどい悪口(誹謗

中傷）や差別的な表現などを掲載する」が約７割，「他人のプライバシーに関する情報を掲載

する」が約３割，「インターネット上の人権侵害に対する救済や規制に関する法制度が不十

分である」が約３割の順で割合が高くなっており，選択肢が平成 30 年度県調査および平成

29 年度国調査と違うため注意が必要ですが，平成 30 年度県調査および平成 29 年度国調査

同様，他人へのひどい悪口（誹謗中傷）に関する項目の割合が最も高くなっています（図表

2-10-1，図表 2-10-3）。 
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10．働く人の人権について 

○働く人の人権に関する問題点については，「非正規雇用の割合が高くなり、待遇の差が大き

くなっている」が約２割，「長時間労働が常態化して、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・

バランス）が保てない」が約２割，「休暇制度があっても取れないような実態がある」が約２

割の順で割合が高くなっており，選択肢が平成30年度県調査と違うため注意が必要ですが，

上位３位は平成 30 年度県調査と同項目となっています（図表 2-11-1，図表 2-11-3）。 

11．人権問題に関する啓発活動について 

○効果的と思われる人権啓発活動については，「ＳＮＳ（ツイッター、フェイスブックなど）や

ホームページなどのインターネット」が約３割，「講演会、講義形式の研修会、学習会」が約

３割，「広報紙 、パンフレット・ポスター」が約３割の順で割合が高くなっています（図表

2-12-1）。 

○人権に関する条約・法令等の認知度について，「世界人権宣言」「児童虐待の防止等に関する

法律」「性同一性障害者特例法」「高齢者虐待防止法」「いじめ防止対策推進法」「障害者差別

解消法」「ヘイトスピーチ解消法」では「名前は聞いたことがある」の割合が最も高く，「部

落差別解消推進法」「芦屋市犯罪被害者等支援条例」「芦屋市こころがつながる手話言語条例」

では「知らない」の割合が最も高くなっています（図表 2-12-5）。 
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